
 

箕面市勤労者互助会規程 

 

（趣 旨） 

第１条 この規程は、箕面市勤労者互助会規約（以下「規

約」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものと

する。 

 

（定 義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の定

義は、当該各号に定めるところによる。 

  (1) 従業員 職業の種類を問わず、事業主に雇用さ

れている正規従業員及びパ－トタイム従業員をい

う。 

  (2) 会 員 箕面市勤労者互助会（以下「互助会」

という。）に加入した従業員等をいう。 

  (3) 事業所 正規従業員の数が３００人未満で、物

の生産又は、サ－ビスの提供が業として行われて

いる個々の事業所をいう。 

 

（加入要件） 

第３条 規約第４条第１項第２号に規定する会長が適当

と認める者とは、次の各号に掲げる者をいう。 

  (1) 役員を兼ねる従業員 

  (2) 事業主と生計を一にしている家族従業員 

  (3) 事業所単位で従業員を一括加入させる事業主 

  (4) 市内の居住者で市外の事業所に働く従業員 

 

（加入方法） 

第４条 規約第５条第２号に規定する会長が適当と認め

る者とは、市内の事業所と、その事業主が同一の市外

の事業所及び市内の事業所（事業主が加入しない場合）

に働く従業員及び市内の居住者で市外の事業所に働く

従業員とし、事業所又は個人単位の加入とする。 

 

（加入申請） 

第５条 互助会に加入しようとする者は、月額１人５０

０円の会費を添えて、互助会加入申込書（様式第１号）

を提出し、会長の承諾を得なければならない。 

 

（加入の承諾） 

第６条 会長は、前条の加入申し込みを承諾したときは、

次の各号に掲げる書類を会員に交付するものとする。 

  (1) 互助会加入承諾書   （様式第２号） 

  (2) 互助会会員証     （様式第３号） 

  (3) その他関係書類 

 

（会費の納入） 

第７条 規約第７条第１項に規程する会費は、１期分（３

箇月分）を四半期毎に一括し、次の各号のいずれかの

方法により、納入しなければならない。ただし、会費

は、分割して納入することができない。 

 

 

  (1) 各四半期（４月、７月、１０月、１月）の前月 

の５日（５日が銀行休業日のときは、その翌営業

日）までに、互助会が指定する金融機関に納入 

  (2) 各四半期（４月、７月、１０月、１月）の前月

の２０日（２０日が銀行休業日のときは、その翌

営業日）に互助会が指定する金融機関において実

施する預金口座振替による納入 

２ 第４条に規定する個人単位で加入する者については、

会費を個人で納入するものとする。 

３ 各四半期の中間に新規加入する者については、加入

する月の前月２５日（２５日が休日のときは、その翌

日）までに、当該四半期分の会費を互助会事務局に納

入しなければならない。 

 

（退会手続） 

第８条 互助会を退会しようとする会員は、箕面市勤労

者互助会退会（一部退会）申出書兼会費返還請求書（様

式第４号）に互助会会員証を添えて、会長に提出しな

ければならない。ただし、事業所単位で退会するとき

は、箕面市勤労者互助会退会申出書に互助会会員証を

添えて、会員全員の同意に基づく互助会退会同意書（様

式第５号）を会長に提出しなければならない。 

 

（退会の承諾） 

第９条 会長は、前条の退会を承諾したときは、互助会

退会承諾書（様式第６号）を会員に交付するものとす

る。 

 

（住所等の変更届） 

第１０条 互助会の会員は、次の各号の一に該当した

ときは速やかに互助会会員（事業所）住所等変更届

出（様式第７号）を会長に提出しなければならない。

ただし、氏名の変更があった場合は会員証を提出し、

会員証の再発行を行うものとする。 

  (1) 事業所単位で加入した会員については、会員（事

業主）の事業所名・代表者・所在地・電話番号及

び会員（従業員）の氏名・住所・家族・電話番号

に変更があったとき。 

  (2) 個人単位で加入した会員については、会員の氏

名・住所・家族・電話番号に変更があったとき。 

  (3) 転勤・退職・死亡・新規採用等の異動があった

とき。 

 

（共 済） 

第１１条 会員に共済事由が発生したときは、所定の手

続きを経て、別に定める共済金を給付するものとする。 

 

 

 



 

 

（福利厚生事業） 

第１２条 互助会は福利厚生に関する事業として、文 

化・教養・リクレ－ション及び健康管理等の事業を行

う。 

 

（委 任） 

第１３条 この規定の施行について必要な事項は、理事

長が別に定める 

 

附 則 

この規程は、昭和６１年１０月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この規程は、平成３年７月１０日から施行する。 

 

   附 則 

 この規程は、平成４年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この規程は、平成６年６月１日から施行する。 

 

      附 則 

   この規定は、平成９年４月１日から施行する。 

 

      附 則 

  この規定は、平成１０年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この規程は、平成２４年１月３０日から施行する。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の日前に発生した事項については、 

なお従前の例による。  

 

  附 則 

この規程は、令和７年４月１日から施行する。  

 

 

 


